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公共施設の更新問題
全国的な課題となっている公共施設を含む社会資本の更新問題は、 本市においても例外ではなく、 公共施設などを

良好に活用していくために、中長期的に効率的かつ効果的に管理していく必要があります。

そのため、公共施設などの現状を把握するとともに、ライフサイクルを見据えたトータルコストなどを分析し、公共サー

ビスを維持するために必要な公共施設などの“よりよいあり方”を利用者である市民の皆さまとともに追求していきます。

これまでの取組事例の紹介
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公共施設の効果的活用

公共施設の延床面積の割合 [H25.3現在 ]

築年別の延床面積の割合

▼  現在、 築 30年以上の建物（延床面積）は、 49.4%

ですが、 このまま保有し続けた場合、 10年後の平

成35年には、 さらに老朽化が進み、 市内公共施設

の76.5% の建物が築30年以上となる見込みです。
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歩崎公園ビジターセンターへの転用

南中学校・北中学校の統合

霞ヶ浦庁舎の新築移転

←平成２６年４月

から霞ヶ浦中学

校となりました

→平成 22年度

に旧佐賀保育所

を歩崎公園ビジ

ターセンターへ

出所 ▼国勢調査、 国立社会保障・人口問題研究所
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公共施設（建築物）の

更新費用シミュレーション
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市の人口推計（㊤人数／㊦割合）

▼ �現在の建築物をこのまま

保有し続けた場合の 40

年間の更新費用は、 単

純に推計すると総額約

272.1 億円、 1年当たり

約6.8 億円となります。 こ

のほかに都市基盤（上下

水道・ 道路・ 橋梁）の

維持更新にも、 多額の

費用が必要となります。2012～ 2021年 2022～2031年 2032～2041年 2042～2051年

大規模改修 建て替え

暮らしに必要な公共サービスを提供し

ていくためには、 必要な公共施設や基盤

施設の適正な維持・管理が必要です。

そのために、 平成26年度は今後の基

本方針・計画となる「公共施設等総合管

理計画」の策定を進め、 平成27年度から

は、 この基本方針・計画に基づき、 施設の

類型ごとに段階的に具体的な実行計画を

策定し、 よりよいあり方を目指していきます。

公共施設は市民の財産であることを

念頭に、 計画の策定・実行にあたって

は、 市民の皆さまと情報を共有するととも

に、 ご意見を伺いながら進めていきます。

問 検査管財課（千代田庁舎）

6.8 億円

10年間の更新費用総額

81.1億円

10年間の更新費用総額

34.8 億円

10年間の更新費用総額

65.9億円

10年間の更新費用総額

90.3億円

→平成 22年度に

新庁舎へ移転、 旧

霞ヶ浦庁舎解体

学校教育76,952 ㎡（58.9%）

都市公園など 217㎡（0.2%）

上下水道7,344 ㎡（5.6%）

その他1,268 ㎡（1.0%）

児童・保健福祉11,929 ㎡（9.1%）

市民文化・社会教育11,010㎡（8.4%）

行政11,368 ㎡（8.7%）

▼  公共施設の総延床面積

130,715 ㎡

最も延床面積が多い施設分類は、

小学校・中学校などの学校教育

系施設の76,952 ㎡で、 市公共施

設全体の58.9% を占めています。

観光4,041㎡（3.1%）

スポーツほか6,586 ㎡（5.0%）

現在 [H25.3]

市では、 公共施設の効果的

活用と適正な維持管理を進

めるため、 平成25年度に公

共施設の現状把握や今後の

課題の整理などを行いました。

その報告書は、 市ホームペー

ジにおいて公開しています。

市民とともに考える 適正な維持管理計画

次世代へ引き継ぐために
公共施設は市民の財産


